
非常に関心が

ある, 8.3%

ある程度関心がある, 

60.6%

あまり関心がない, 

23.8%

関心がない, 6.0%

無回答, 

1.3%

6.4%

12.3%

8.3%

59.0%

61.7%

60.6%

26.1%

18.7%

23.8%

7.0%

5.8%

6.0%

1.5%

1.5%

1.3%

平成27年度

令和2年度

令和7年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非常に関心がある ある程度関心がある

あまり関心がない 関心がない

無回答
約7割の人が人権・同和
問題に関心があると回答
しています。

十分守られている, 

24.8%

ある程度守られている, 

66.2%

あまり守られて

いない, 4.9%

守られていない, 

2.3%
無回答, 

1.9%

18.4%

22.5%

24.8%

69.7%

68.6%

66.2%

8.5%

5.3%

4.9%

1.9%

2.1%

2.3%

1.5%

1.6%

1.9%

平成27年度

令和2年度

令和7年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分守られている ある程度守られている

あまり守られていない 守られていない

無回答
「十分守られている」が
前々回から増加を続けて
います。

概要版

Q あなたは、今、自分の人権が守られていると思いますか。

Q あなたは、人権・同和問題に関心を持っていますか。

令和７年度

人権に関する市民意識調査

1

佐賀市

人権問題全般について



1.7%

8.6%

0.9%

0.9%

4.3%

5.6%

6.0%

8.9%

9.7%

10.5%

10.6%

11.9%

12.0%

17.3%

17.9%

19.1%

19.6%

21.8%

23.9%

33.8%

41.8%

42.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

特にない

その他（具体的に）

アイヌの人々

ゲノム情報（遺伝情報）に関する偏見や差別

ホームレス

ハンセン病元患者やその家族

感染症に関連する人権問題

災害(地震や大雨など)に伴う人権問題

人身取引（性的搾取、強制労働等を目的とした人身取引）

刑を終えて出所した人やその家族

北朝鮮当局による人権侵害問題

性的マイノリティ

犯罪被害者やその家族

部落差別（同和問題）

外国人

高齢者

女性

こども

働く人に関する問題（各種ハラスメントや長時間労働など）

インターネット上の人権侵害

障がいのある人

最も多かった回答は「障がいのあ

る人」で、次いで「インターネット上

の人権侵害」、「働く人に関する問

題」となっています。

1.4%

5.0%

8.0%

10.0%

19.1%

30.9%

86.4%

72.5%

56.9%

2.1%

3.4%

4.2%

情報流通プラットフォーム対処法

佐賀県人権条例

部落差別解消推進法

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 聞いたことはあるが内容までは知らない 知らない 無回答

【正式名称】

※ 部落差別解消推進法 部落差別の解消の推進に関する法律

※ 佐賀県人権条例 全ての佐賀県民が一人一人の人権を共に認め合い、支え合う社会づくりを進

める条例

Q 関心のある、重要と思われる人権問題を選んでください。

Q 人権に関する法制度を知っていますか。

2



2.7%

1.1%

4.6%
7.5%

7.7%

12.9%

15.2%

15.5%

17.3%

28.7%

31.9%

35.2%

67.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

無回答

その他

NPOなどの民間団体に相談する

職場の相談窓口に相談する

とくに何もしない

自治会の役員や民生委員に相談する

法務局や人権擁護委員に相談する

相手に直接抗議する

弁護士に相談する

警察に相談する

友人や先輩に相談する

県や市町村など行政に相談する

家族や親類に相談する

6.1%

2.0%

4.1%

4.1%

6.1%

6.1%

6.1%

18.4%

22.4%

34.7%

46.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

法務局や人権擁護委員に相談した

自治会の役員や民生委員に相談した

県や市町村など行政に相談した

弁護士に相談した

職場の相談窓口に相談した

警察に相談した

友人や先輩に相談した

相手に直接抗議した

家族や親類に相談した

とくに何もしなかった

人権を侵害された場合を想定した場合は、家族・友人や相談機関等へ相談する、と回答した割

合が高く、「とくに何もしない」は7.7%でした。しかし、実際に人権侵害を受けた場合は、「とく

に何もしなかった」が半数近くを占めており、実際の行動と想定する行動には差があることが

うかがえます。

ある, 7.0%

ない, 91.3%

無回答, 1.7%

10.2%

12.5%

7.0%

87.7%

85.7%

91.3%

2.2%

1.8%

1.7%

平成27年度

令和2年度

令和7年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

前回と比較すると「ある」が５．５ポイント減少しています。

Q あなたは、この5年以内に、人権侵害を受けたことがありますか。

Q もし、あなたが人権を侵害されたとしたら、どうしますか。
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Q あなたが人権を侵害されたとき、どうしましたか。
★上の設問で「ある」を選択した人のみ回答

★上の設問で「ない」を選択した人のみ回答



よく知っている, 

11.7%

少しは知っている, 

57.4%

知らない, 29.1%

無回答, 1.7%

8.2%

7.4%

11.7%

60.2%

53.3%

57.4%

28.7%

37.0%

29.1%

2.8%

2.3%

1.7%

平成27年度

令和2年度

令和7年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく知っている 少しは知っている 知らない 無回答

前回と比較すると「よく知っている」「少しは知っている」の合計が８．４ポイント増加しています。

21.8%

25.9%

34.5%

35.2%

44.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仲間はずしや無視

身元調査

就職や職場で不利な扱いがあること

差別的な言動があること

結婚問題で周囲の反対があること

33.7%

35.8%

40.3%

41.3%

48.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

職場における採用時や昇進・昇格などの差別待遇

特定の人にしつこくつきまとわれること（ストーカー）

各種ハラスメント(セクハラやマタハラ、パワハラ)

ドメスティック・バイオレンス

男女の固定的な役割分担意識をおしつけること

35.7%

41.7%

42.8%

45.1%

71.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

教師や保育士などによる言葉の暴力や体罰

こどもの間でいじめが行われていること

メール、LINE、インターネット等での悪質な書き込みや嫌がらせ

周りの人がいじめを見て、見ぬふりをすること

保護者などから虐待や育児放棄されること

Q 部落差別（同和問題）について、今でも差別が続いていることを知っていますか。

★以下の設問については、割合の高かった選択肢上位5つを掲載
★いずれの設問も5つまで選択

4

Q 部落差別（同和問題）に関することがらで、特に問題があると思うのはどのようなことですか。

Q 女性に関することがらで、特に問題があると思うのはどのようなことですか。

Q こどもに関することがらで、特に問題があると思うのはどのようなことですか。

様々な人権問題について



★各設問につき、割合の高かった選択肢上位5つを掲載
★いずれの設問も5つまで選択

26.8%

30.5%

33.4%

55.0%

63.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

高齢者を邪魔者扱いし、つまはじきにすること

病院や施設などで嫌がらせや虐待があること

働ける能力を発揮する機会が少ないこと

経済的に自立が困難なこと

高齢者が被害者となる犯罪が増加していること

22.8%

23.9%

30.4%

51.1%

63.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

差別的な言動があること

福祉施設等の受入れ体制が十分でないこと

就職、職場で不利な扱いがあること

働ける場所や機会が少ないこと

障がいのある人や障がいについて人々の理解が不足していること

18.3%

24.9%

26.5%

36.0%

43.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

インターネット上で不当な差別的言動を受けること

多言語による表示や医療通訳が不十分なこと

就職、職場で日本人より悪く扱うこと

生活に必要な情報がわかりにくいこと

風習や生活習慣の違いが受け入れられないこと

24.5%

33.0%

35.0%

36.8%

38.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

同性パートナーが家族と同等の扱いを受けられない場合があること

職場や学校等で嫌がらせやいじめがあること

本人の了解をえずに性的指向を他人に伝えること

相談できる相手が少ないこと

理解が不足しており、誤解や偏見があること

34.1%

40.7%

41.1%

52.4%

67.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

悪徳商法によるインターネット取引での被害

犯罪を誘発する場となっていること

被害者が救済されにくいこと

不正アクセスなどにより個人情報が流出すること

人権を侵害する情報を掲載すること

Q 高齢者に関することがらで、特に問題があると思うのはどのようなことですか。

Q 外国人に関することがらで、特に問題があると思うのはどのようなことですか。

Q 性的マイノリティに関することがらで、特に問題があると思うのはどのようなことですか。

Q インターネットに関することがらで、特に問題があると思うのはどのようなことですか。
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Q 障がいのある人に関することがらで、特に問題があると思うのはどのようなことですか。



令和７年度人権に関する市民意識調査

佐賀市では、市民の人権・同和問題についての意識状況を明らかにすることによって、今後の人権・同和教育、啓発
事業の効果的な推進を図ることを目的として、昭和61年度から５年毎に調査を実施しています。

市報さがで啓発する

23.5%

地域での研修会・学習会活動を充実する

11.5%

講演会・講座等の啓発活動を充実する

5.0%

新聞・テレビやラジオによ

る啓発活動を充実する

25.4%

冊子・パンフレット等を作り、広く配布する

6.6%

インターネット・ホームページ等

による啓発活動を充実する

13.8%

その他

8.5%

無回答

5.9%

15.7%

26.7%

23.5%

13.9%

12.7%

11.5%

7.9%

6.7%

5.0%

33.4%

25.9%

25.4%

7.5%

5.1%

6.6%

5.3%

7.8%

13.8%

8.7%

9.1%

8.5%

7.7%

6.0%

5.9%

平成27年度

令和2年度

令和7年度

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市報さがで啓発する

地域での研修会・学習会活動を充実する

講演会・講座等の啓発活動を充実する

新聞・テレビやラジオによる啓発活動を充実する

冊子・パンフレット等を作り、広く配布する

インターネット・ホームページ等による啓発活動を充実する

その他

無回答

最も多かった回答は、「新聞・テレビやラジオによる啓発活動を充実する」(25.4%)で、次いで「市報

さがで啓発する」(23.5%)、「インターネット・ホームページ等による啓発活動を充実する」(13.8%)と

なっています。

 一方で、「講演会・講座等の啓発活動を充実する」(5.0％)は最も少なく、対面型の啓発活動に対する

関心は高くない状況がうかがえます。

今後は、各啓発方法の特性を踏まえながら、効果的な啓発方法を検討していくことが必要です。

調査対象者…佐賀市内に居住する１８歳以上の市民２，０００人
調査方法…郵送による配布、郵送

もしくはインターネットによる回収
調査時期…令和7年9月30日～10月31日
回収結果…回収数６９８人／回収率３４．９％

※回答は、小数点以下第2位を四捨五入している
ため、合計が１００％にならないことがあります。

【本調査に関するお問い合わせ先】

佐賀市 人権・同和政策課 人権啓発係

TEL：0952-40-7367 ＦＡＸ：0952-40-7327

E-maiｌ： jinken@city.saga.lg.jp
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啓発活動について

Q 人権・同和問題の理解を深めるために、最も効果的であるとあなたが思うのはどれですか。

令和8年３月発行

※詳細については、佐賀市HPに掲載。

下の二次元コードからご覧ください。
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